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国民健康保険料
現年度分収納率

○国民健康保険の財政運営は、高齢化や医療の高度化に伴う医療費の増大などにより、年々厳しさを増
している。特に当区においては、国保加入率（被保険者数）が23区中3位と高く、1人あたり医療費も23
区平均より高水準（10位・いずれも平成23年度）と高額であるなど、厳しい条件下にある。一方、23区
では統一保険料方式を採用しているため、結果として当区において掛かる医療費に比べると被保険者が
負担すべき保険料は、相対的に低く、財政調整制度により均衡が図られている。
　当区における国保制度を安定的に運営していくためには、収納率の向上による財源の確保、特定健診
等の実施による成人病予防の推進等による医療費の抑制が重要な課題である。
○後期高齢者医療制度については、平成22年12月の高齢者医療制度改革会議において、新たな制度が示
されたものの、現在、社会保障制度改革国民会議における議論の対象となっている。

行政評価
事業体系

分野 生涯健康都市[Ⅰ]

政策 生涯健康で生き生きと生活できるまちの実現[01]

22年度

○法令の定めるところにより、区が保険者として国民健康保険制度を運営し、被保険者の疾病、負傷、
出産又は死亡に関して必要な保険給付及び特定健診・特定保健指導を実施するとともに、後期高齢者医
療制度の円滑な運営を図り、区の社会保障の向上及び区民保健の向上に資する。

内線

関連部課名 健康部健康推進課

269,099円 276,690円

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

福祉部国保年金課
村松 2370

施策名
部課名
課長名

施策No健康を支える保険・医療体制の確立 01-04

推進 推進
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国民健康保険被保険者
１人あたり医療費

後期高齢者医療保険料
現年度分収納率

特定健診受診率

今
後
の
方
向
性

51％

99.20％

42.4％
受診者数／対象者数（25年
度及び目標値(28年度)は第
二期実施計画の目標値）

分類についての説明・意見等

　荒川区における国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度を安定的に
運営していくための取り組みを行っていく。

42.4％ 42.7％ 45％

23年度 24年度 25年度
(見込み)

288,082円 決算値（一般被保険者）

25年度及び目標値(28年度)
は東京都国保財政安定化支
援方針の25年度の目標値

281,605円 ──

86.57％

指標に関する説明

25年度及び目標値(28年度)
は東京都後期高齢者医療広
域連合の25年度の目標値

98.01％ 98.02％ 98.00％ 99.20%

81.16％ 82.36％ 83.05％ 86.57%

《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○国民健康保険の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を確保するため、ペイジー口座振替受付サービ
スの開始による納付促進、訪問催告、電話催告や滞納処分の強化など、収納率の向上をめざした取組み
の充実を図る。
○新たに医療費分析を踏まえた糖尿病重症化等の取組みを実施し、保健衛生部門との連携を強化し、生
活習慣病予防を通じて区民の健康、生活の質を守るとともに、ジェネリック医薬品の利用を勧奨し、医
療費の適正化につなげていく。
○後期高齢者医療制度については、新たな制度への円滑な移行に向けた準備を進めるため、国等の動向
を注視していく。

25年度 26年度

施策の分類
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推進

推進

事務事業名

趣旨普及費

国民健康保険運営協議会事務 06-06-01

広報内容を充実し、効果的な方法に
より周知を図る。

25年度 26年度24年度

127

23年度

06-06-02

推進

392 790 推進

複雑化する医療保険制度について、
引き続き各界・各層からの幅広い意見
を聴く必要がある。

120

事務事業
No

施策推進の
ための分類

分類についての説明・意見等
決算額（千円）

施策を構成する事務事業の分類

7,784,360 8,130,655

脳ドック受診助成事業 06-06-06

継続 継続
法定事業であり、現状のまま継続す
る。

国民健康保険事業特別会計の
拠出金及び納付金、その他諸
支出金

06-06-04 継続 継続
法定事業であり、現状のまま継続す
る。

国民健康保険団体連合会負担
金支出事務

06-06-03 7,660 3,911

保健事業費 06-06-05 1,104 731 推進 推進
被保険者の健康の保持増進のため、
必要な事業を行う。

1,941 1,110
重点的
に推進

推進
被保険者の健康増進のため、保健事
業を推進する。

特定健診・特定保健指導事業 06-06-07 276,620 279,833
重点的
に推進

賦課事務費 06-06-08 29,551 17,012 推進 推進

13,970 6,272 推進 継続

重点的
に推進

健康部との連携を強化し、特定健診
等実施計画（第2期）に掲げた目標に
向け取組む。

資格賦課事務は国保すべての基礎と
なる業務であり、厳格かつ適正な執行
が求められる。

貸付の需要は減少しているものの、一
時的に多額の費用を必要とする被保
険者に対して貸付を実施する。

給付事務費 06-06-10 2,945 3,134 推進 推進
被保険者へ適正な保険給付を行って
いく。

高額療養費・出産費支払費用
貸付事業費

06-06-09

医療費適正化対策事業 06-06-11 20,087 19,777

一般被保険者療養給付費 06-06-12 12,903,123 13,033,584 継続 継続

06-06-13 689,296 601,558 継続 継続

医療費適正化は新たな医療制度改
革においても焦点となっており、今後も
重点を置いて展開していく必要がある。

法定の事業であり、現状のまま継続す
る。

重点的
に推進

重点的
に推進

継続

制度自体は２６年度に廃止予定であ
り、法定事業として現状のまま継続す
る。

一般被保険者療養費 06-06-14 408,617 392,869 継続 継続
法定の事業であり、現状のまま継続す
る。

退職被保険者療養給付費

退職被保険者療養費 06-06-15 16,273 12,623 継続
法定の事業であり、現状のまま継続す
る。
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27,546,84328,233,523

重点的
に推進

06-06-19

国民健康保険の財政運営に係り、優
先度の高い事業である。

推進

収納率向上対策事業

結核・精神医療給付金
法定事業であり、現状のまま継続す
る。

国保運営上の必要な事業であり、現
状のまま継続する。

診療報酬の審査および支払

高額療養費

葬祭費

出産育児一時金

継続06-06-16

法定事業であり、現状のまま継続す
る。

法定の事業であり、給付額も増加して
いる。

法定の事業であり、少子化対策に寄
与している。

推進

継続

06-06-18 167,007 172,700

62,051 59,794

06-06-17

66,217
重点的
に推進

21,713 52,969 推進

154,768 171,171

継続

1,569,355 1,601,028 推進 推進

継続20,720 21,840 継続

規模は減少傾向にあり、法定受託事
務として、現状のまま継続する。

後期高齢者医療制度に係る事
務事業

06-06-21

合　計

06-06-20 14,827 15,334 継続

06-06-28 74,405

一般事務費（福祉年金事務） 06-06-29 438 302 継続 継続

法定受託事務である。基礎年金事務費 06-06-30 12,204 14,251 継続 継続

推進
法定事務であり、被保険者数も毎年
増加している。

収納管理費（後期高齢者） 06-06-22 5,143 5,888 推進 推進
後期高齢者医療保険の財政運営に
係る重要な事業である。

法定事業であり、現状のまま継続す
る。

収納率向上対策事業費（後期
高齢者）

06-06-23 1,122 1,887
重点的
に推進

重点的
に推進

重点的
に推進

重点的
に推進

後期高齢者医療保険の財政運営に
係る重要な事業である。

広域連合分賦金等事業費 06-06-24 3,191,570 3,447,707 継続

健康部との連携を強化し、対象者の受
診率の向上に努める。

継続

推進
国民健康保険の財政運営に係る重要
な事業である。

葬祭事業費（後期高齢者） 06-06-26 78,207 80,944 推進 推進
東京都広域連合の給付事業に、区が
上乗せして支給しており、優先度は高
い。

健康診査事業費（後期高齢者） 06-06-25

収納管理費 06-06-27 17,247 17,512 推進

25年度 26年度

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

決算額（千円）
施策推進の
ための分類

分類についての説明・意見等
23年度 24年度


